










２ 平成 29年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標の状況 

（１）ワーク・マネジメントの推進に関する部局目標の状況 

平成 29 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた時間外勤

務時間数、超長時間勤務者数にかかる各部局の目標は、別表１のとおりで

す。なお、全庁目標は以下のとおりです。 

【別表１】時間外勤務時間（1人あたり）、超長時間勤務者数の目標 

※時間外勤務手当支給対象者（国等への派遣職員を除く。） 

時間外勤務時間（時間、％） 

29年度 
目標 

昨年度 
実績 

昨年度 
実績比 

25年度 
実績 

対25年度 
実績比 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 341 404 ▲15% 417 ▲18% 291 

戦略企画部 175 195 ▲10% 232 ▲25% 162 

総務部 91 92 ▲1% 130 ▲30% 91 

健康福祉部 182 215 ▲15% 191 ▲4% 132 

環境生活部 173 173 ±0 293 ▲40% 173 

地域連携部 126 135 ▲6% 157 ▲19% 110 

農林水産部 144 152 ▲5% 184 ▲21% 129 

雇用経済部 228 238 ▲4% 284 ▲19% 200 

県土整備部 221 221 ±0 306 ▲27% 214 

出納局 42 42 ±0 43 ▲2% 30 

企業庁 139 159 ▲12% 174 ▲20% 122 

病院事業庁（県立病院課） 167 167 ±0 264 ▲36% 162 

教育委員会事務局 199 227 ▲12% 241 ▲17% 170 

人事委員会事務局 60 49 ＋22% 72 ▲16% 50 

監査委員事務局 116 116 ±0 152 ▲23% 106 

労働委員会事務局 100 115 ▲13% 7 ＋1328% 60 

海区漁業調整委員会 20 27 ▲25% 0 - 0 

時間外勤務実績：H31年度時点  154時間（H25実績から 30％削減） 

超長時間勤務者数：H29年度   137人（H25実績から 65％削減） 



超長時間勤務者数（人、％） 

29年度 
目標 

28年度 
実績 

27年度 
実績 

26年度 
実績 

25年度 
実績 

対 25年
度比 

防災対策部 10 16 25 24 28 ▲64% 

戦略企画部 0 5 17 8 7 皆減 

総務部 7 7 10 13 20 ▲65% 

健康福祉部 21 76 62 59 62 ▲66% 

環境生活部 0 0 11 19 34 皆減 

地域連携部 0 6 0 9 5 皆減 

農林水産部 0 2 5 1 27 皆減 

雇用経済部 15 29 57 32 44 ▲65% 

県土整備部 53 24 46 83 153 ▲65% 

出納局 0 0 0 0 0 － 

企業庁 0 0 0 1 1 皆減 

病院事業庁（県立病院課） 0 0 0 0 1 皆減 

教育委員会事務局 4 8 13 11 12 ▲66% 

人事委員会事務局 0 0 0 0 0 － 

監査委員事務局 0 0 0 0 0 － 

労働委員会事務局 0 0 0 0 0 － 

海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 － 

＜参考＞各部局の目標の積み上げ 

時間外勤務時間 ：173時間（対 25年度実績比▲21%、対 28年度実績比▲6%） 

超長時間勤務者数：110人（対 25年度実績比▲72%、対 28年度実績比▲37%） 



（２）ライフ・マネジメント支援の推進に関する部局目標の状況 

平成 29年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、

年休取得時間数の各部局目標については、別表２のとおりです。なお、全

庁目標は平成 31年度時点で 115時間以上です。 

また、夏季休暇取得率、男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得

率の全庁目標と実績は、別表３のとおりです。 

【別表２】年休取得時間目標（1人あたり）※管理職員を含む 

年休取得時間（時間） 

29年度 
目標 

28年度 
実績 

27年度 
実績 

26年度 
実績 

25年度 
実績 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 104 84 76 86 73 115 

戦略企画部 119 99 80 97 97 115 

総務部 120 120 118 117 104 120 

健康福祉部 113 107 105 107 100 115 

環境生活部 108 104 92 85 83 115 

地域連携部 115 120 111 114 106 115 

農林水産部 115 111 108 112 97 115 

雇用経済部 105 98 96 95 81 115 

県土整備部 126 132 124 126 111 126 

出納局 120 112 119 135 122 120 

企業庁 124 127 127 137 124 124 

病院事業庁（県立病院課） 125 125 117 106 74 125 

教育委員会事務局 103 94 89 93 84 119 

人事委員会事務局 113 126 94 111 98 115 

監査委員事務局 115 128 126 119 110 115 

労働委員会事務局 130 141 118 130 133 140 

海区漁業調整委員会 100 80 120 108 101 116 

＜参考＞ 

各部局の目標の積み上げ 

年休取得時間：116時間（対 25年度実績＋15時間、対 28年度実績＋2時間） 

【別表３】夏季休暇取得率、男性職員の育児参加休暇および育児休業の取得率 

項  目 平成 31年度目標 平成 28年度実績 

夏季休暇取得率 100％ 
(取得率)    97.0％ 

(100％取得者) 93.5％ 

男性職員の育児参加休暇取得率 100％ 98.84％ 

男性職員の育児休業取得率 25％ 22.09％ 



（３）意識・組織風土改革に関する目標の状況 

「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケート」（ＷＬＭに関する項

目）の満足度の全庁目標と実績は、別表４のとおりです。 

【別表４】 

３ 今年度のワーク・ライフ・マネジメントの推進に向けて 

（１）労使協働セミナーにおけるトップメッセージの発信 

ワーク・ライフ・マネジメント推進の取組を定着させ、加速していくた

めには、取組の趣旨や目的等を発信し続けることが大切です。 

今年度は７月に労使協働セミナーを開催します。セミナーでは、キャリア

コンサルタント国家資格を持つコーディネーターのもと、知事と委員長のデ

ィスカッションや、庁内外の取組事例の紹介等を行う予定です。 

（２）定時退庁及び勤務間のインターバルを意識した時間管理の推進 

ワーク・ライフ・マネジメントを推進するためには、時間管理の意識醸成

を図ることが重要です。 

定時退庁を促進するためにノー残業デー（水、金）に取り組んでいるとこ

ろですが、20年ほど継続して取り組む中で一部形骸化も見られることから、

部局独自の取組により徹底するための工夫がなされているところです。今年

度はこれまでの部局の取組をもとに、全庁的に、夏休みの期間でもある７～

８月のノー残業デーに「定時にスイッチオフ（消灯）運動」を行い、定時を

意識することによる業務のさらなる効率化や退庁後のライフの充実などを

図ります。 

また、職員の心身の健康管理の観点から、長時間勤務の抑制、休息時間（生

活時間、睡眠時間）の確保のため、勤務間に一定のインターバルを確保する

ことも重要です。今年度は、終業時から翌日始業時まで一定の休息時間の確

保を意識できるよう、庁内放送でのアナウンスを行います。 

項  目 平成 29年度目標 平成 28年度実績 

「ワーク」も「ライフ」も充実させていこう

とする雰囲気がある 
3.31 3.31 

「ワーク」も「ライフ」も充実した働き方、

生き方ができている 
2.75 2.75 










